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【A】

①教職員の専門性向上のための研修機会の拡充
②特別支援学校教諭免許状の所有率向上に向けた認定講習の開設

①道立特別支援教育センターにおける研修等を通して、作成・活用
の促進を促してきたが、作成率は、両計画ともに横ばい（個別の指
導計画　93.5%→93.0%、個別の教育支援計画68.2%→67.7%　いずれ
もＲ２→Ｒ３）であり、向上を図るための取組の充実が必要
②目標値の達成に向けて免許法認定講習の着実な継続が必要

【C】

【P】

①教職員の専門性向上のための研修機会の拡充
②特別支援教育の免許取得率向上のための「免許法認定講習」の開
設

①市町村教育委員会及び幼稚園や小・中学校等における個別の教育
支援計画や個別の指導計画の作成・活用等の取組について助言
②教育職員免許法に基づく免許法認定講習を開設
（７月22日～８月31日）
【知・肢・病】
　インターネットによる同時双方向型遠隔講習：定員400名 受講385
名
　函館会場：定員50名　受講22名
　釧路会場：定員50名　受講24名
【視覚】
　インターネットによる同時双方向型遠隔講習
　（一部日程札幌会場）：定員60名　受講66名
【聴覚】
　インターネットによる同時双方向型遠隔講習：定員60名 受講70名

【D】

(3)特別支援学校における特別支援教育の充実

(4)高い専門性に基づく特別支援教育の推進

【P】

①学習指導要領改訂に対応するための「教育課程編成の手引」（以
下「手引」という。）の作成と配付
②医療的ケア児支援法（以下「法」という。）の趣旨等を踏まえ
た、医療的ケア児が安全な環境の下、学べるようにするための体制
整備

①授業改善を図るためのポイントや障がい種ごとの指導の工夫につ
いてまとめた「手引」を作成するとともに、Ｗｅｂ会議システムを
用いて特別支援学校や特別支援学級等の教員を対象に教育課程研究
協議会を実施（２日間）し、小・中・高・特の教員260名が参加
②医療的ケアを実施する予定の教員を対象とした研修会を開催（２
日間、２回）し、特別支援学校教員107名が参加したほか、「医療的
ケア実施のためのハンドブック」の改訂を実施

【D】

【A】

①学習評価の充実を図るための、学校訪問と「教育課程編成の手
引」の連動による教育課程研究の実施
②法の趣旨を踏まえた、医療的ケア実施体制の充実を図るための検
討会議の設置

①学力向上をテーマとして学校訪問と手引を関連付けて実施した
が、学力向上の成果を評価するため、学校評価の改善・充実につい
て検討を行うことが必要
②専門性向上に係る研修(年２回・オンライン)に特別支援学校・
小・中学校等から看護師のほか教員が253名参加するなど専門性の向
上を図ったが、市町村教育委員会や小・中学校、高等学校へも法の
趣旨等を周知することが必要

【C】
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(H29) (H30) (R元) (R2) (R3) (R4)

(H29) 100 100 100 100 100

100 100 97.0 94.7 90.4 100

(H29) 100 100 100 100 100

99.2 99.2 98.4 99.2 99.7 100

(H29) 100 100 100 100 100

99.5 99.5 96.7 98.8 99.4 100

(H30) - 65.0 70.0 75.0 80.0

60.2 60.2 72.9 69.4 70.1

(H30) - 65.0 70.0 75.0 80.0

61.8 61.8 68.4 75.8 71.3

(H30) - 55.0 60.0 65.0 70.0

46.6 46.6 56.3 63.1 59.0

(H30) - 55.0 60.0 65.0 70.0

54.7 52.9 62.1 63.6 60.5

(H29) 56.3 59.7 63.1 65.0 70.0

52.9 52.9 54.8 55.0 55.9 57.0

(H29) 51.3 53.4 55.5 57.0 60.0

49.2 49.2 52.7 53.5 54.4 54.1

(H29) 91.0 93.2 95.4 97.0 100

88.8 88.8 88.6 91.7 91.4 91.6

（a）
指標数

（ｂ）
指標数

（ｃ）
指標数

（ｄ）
指標数

3 6 1 0

特別支援教育体
制整備状況調査
（補足調査）

道教委
文科省

R3.10.1

公立の全て
の幼稚園(幼
稚園型認定
こども園含
む)、幼保連
携型認定こ
ども園、小
学校、中学
校、義務教
育学校、高
等学校(通信
制、専攻科
を除く)、中
等教育学校

評価結果 定量評価 Ｂ ｄ評価に対する
今後の取組

中 94.9% b

特 94.4% b
特別支援学校教
員の特別支援学
校教諭等免許状
保有状況等調査

文科省 R4.1.21
特別支援学
校

学校基本調査 文科省 R3.10.1
公立小・中
学校

%1.39高 b

③
特別支援学校教諭免許状の所有率
(小・中学校特別支援学級担当教員及
び特別支援学校教員)

%7.78小 c

②
特別支援教育に関する研修を受講した
教員の割合(%)

%1.59小 b

中 90.8% b

中→高 100% a

幼 93.5% b

①
｢個別の教育支援計画｣を進学先等への
引き継ぎに活用している学校(園)の割
合(%)

%001小→幼 a

特別支援教育体
制整備状況調査
（補足調査）

道教委
文科省

R3.10.1

公立全ての
幼稚園(幼稚
園型認定こ
ども園含む)、
幼保連携型
認定こども
園、小学校、
中学校、義
務教育学校、
中等教育学
校

%001中→小 a
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